
様式第 7号(第 6条関係) 

  年  月  日 

鳩山町太陽光発電施設事業計画届出書 

 

   鳩山町長     宛て 

 

届出者 住 所            

氏 名               印 

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

(電話番号          ) 

   

 鳩山町自然環境と景観の保全に配慮した太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する

条例第 13条第 1項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出ます。 

記 

1 発 電 施 設 の 名 称   

2 設 置 場 所  鳩山町 

3 敷地面積及び現況地目 
敷地面積            ㎡（□実測 □公募） 

現況地目 □宅地 □田 □畑 □山林 □その他（   ） 

4 定 格 発 電 出 力 ※ 1             kw 

5 発 電 事 業 者 
 住 所 

 氏 名 

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

6 着 工 予 定 年 月 日 年    月    日 

7 稼 働 開 始 予 定 日 年    月    日 

8 発 電 事 業 の 設 計 者 

 住 所 

 氏 名 

 連絡先 

9 発電事業の工事施工者 

 住 所 

 氏 名 

 連絡先 

10 発電事業の工事管理者 

 住 所 

 氏 名 

 連絡先 

11 保守点検・維持管理予定者 

 住 所 

 氏 名 

 連絡先 



12 事 業 終 了 時 の 対 応 ※ 2 

□検討済    □未定 

将来計画及び概算費用 

（                        ） 

13 添 付 資 料 別添のとおり※3 

※1 「定格発電出力」は、発電施設の定格発電出力を小数点以下第 1 位（小数点以下第 2 位切捨て）ま

で記載してください。発電設備の合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方の出

力とし、パワーコンディショナーを複数設置する場合は、各系列における発電設備の合計出力とパ

ワーコンディショナーのいずれか小さい方の出力を合計した値を記載してください。 

※2 「事業終了時の対応」は、施設を廃止した場合の将来計画を予め検討した結果について、その計画

内容及び概算費用並びに経費の調達方法等について記載してください。 

※3 別添添付書類を添付してください。 

 



添付書類 

（1）太陽光発電計画認定申請書及び添付書類（権利者の証明書）の写し 

（2）太陽光発電設備設置事業に関する関係法令（確認状況・手続結果）報告書（様

式第 1号） 

（3）事業者を証明する書類（法人の場合は定款及び履歴事項全部証明書、個人の場

合は住民票抄本） 

（4）資金計画（設置後 20年間分の資金の流れを含む収支内訳書） 

（5）事業者と申請者が相違する場合は委任状 

（6）発電事業の設計者、工事施工者、工事管理者、保守点検・維持管理予定業者の

土木工事等に関する有資格者証の写し 

（7）緊急連絡先一覧 

（8）位置図（縮尺 2,500分の 1以上） 

（9）現況図（縮尺 500分の 1以上）及び現況縦横断図（縮尺 500分の 1以上） 

（10）公図（事業区域及び隣接地の地番、地籍、所有者の住所氏名等（当該土地に建

築物が存在する場合はその所有者の住所氏名等を含む。）を記入するとともに、

道水路を表示すること。） 

（11）事業区域の土地登記簿謄本（当該土地に建築物が存在する場合は家屋登記簿謄

本を含む。） 

（12）土地利用計画図（縮尺 500分の 1以上） 

（13）排水計画断面図（縮尺 500分の 1以上） 

（14）雨水排水計算書 

（15）造成計画平面図及び断面図（縮尺 500分の 1以上） 

（16）工作物設計図（平面図、立面図及び断面図、縮尺 100分の 1以上） 

（17）太陽光パネル等仕様書 

（18）架台断面図及び構造図（構造計算書を含む。） 

（19）事業計画チェックシート（様式第 8号） 

（20）工事見積書 

（21）工事事業者の資格証の写し及び工事履歴書 

（22）施工計画書 

（23）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 ※第 4 号の資金計画は、保守点検を含む維持管理に要する費用及び撤去費の積立て

に要する費用を計上すること。 

 ※第 7 号の緊急連絡先一覧は、災害時及び災害発生が予想される際に連絡が取れる

方を記載してください。 

 ※第 15号の造成計画平面図及び断面図は、樹木の伐採、切土、盛土その他土地の形

質の変更を伴わない場合に省略することができる。 

 ※第 22号の施工計画書は、前各号と重複する場合には省略することができる。 


